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東南アジアは今後モータリゼーションを迎える国々を抱えており，それに伴う大気汚染や交通事故の増

加を抑制するため公共交通の導入が急がれている．東南アジアにはパラトランジットや複数人乗りの二輪

車が分担率の多くを占める等，特有の交通形態を成しているが，こういった交通状況下で公共交通機関の

分担率に影響を与える要因は明らかにされておらす，その解明は重要である．そこで，本研究ではプノン

ペンをケーススタディとして，交通手段の利用形態と主観的要因に着目し,公共交通利用意向を調査・分

析した．その結果，オートバイ利用者でも運転者と同乗者では利用傾向が異なることや，サービスレベル

のみでなく主観的要因，周囲との同調の意向が公共交通の利用に影響を及ぼす可能性があることがわかっ

た． 
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1. はじめに 

 

 近年，途上国においても渋滞による大気汚染や事故の

増加が顕著となっているだけでなく，運輸部門からの

CO2排出量削減も課題となりつつある1)．特に東南アジ

アは近いうちにモータリゼーションを迎えると考えられ

る国々を多く抱えており2),多くの都市で自動車への転換

を抑制する目的で大量輸送の公共交通の導入が検討され

ている．しかし東南アジアの都市において大量輸送の公

共交通を導入するにはいくつか課題が存在するといわれ，

そのひとつとして東南アジアの国々の交通に特徴的なパ

ラトランジットと呼ばれる交通手段の普及が挙げられる．

東南アジアにおけるパラトランジットとは，バスや鉄道

などの大量輸送公共交通と個人所有の自動車やバイク等

の交通手段の中間に位置する交通手段を指し，ドアtoド

アの移動手段であり比較的安価で利用できることから，

個人の交通手段を持たない市民の足として浸透しており，

大量輸送公共交通への転換を阻害する可能性が考えられ

る．また，東南アジアの国々には二輪都市と呼ばれる特

殊な交通形態3)を持つ都市も多く，それも大量輸送公共

交通導入の際の課題とされている．二輪都市とは，都市

内交通におけるオートバイや自転車等の二輪車分担率が

著しく高い都市を指し，二輪車の高い普及率は，駅まで

のアクセスが必要となる大量輸送公共交通の普及を阻害

するものと考えられる．以上のことから，大量輸送公共

交通の導入を考える際には，ドアtoドアで比較的安価な

交通手段をすでに持っている東南アジア特有の交通環境

を踏まえ，ターゲットとする利用者のニーズに合わせた

計画が求められるといえる． 

そこで本研究では，大量輸送の公共交通手段を最近ま

で持っていなかったカンボジア国のプノンペン市を対象

とし，昨年2月より運行されている市内バスの乗客へア

ンケート調査を行うことで，東南アジア特有の交通状況

から生まれる意識と，公共交通の利用要因，特に個人交

通から公共交通への転換要因の関連を明らかにすること

を目的とする．研究の流れとして，現存しているプノン

ペンの交通データから，都市内の交通状況を把握し，そ

の上で現地で行う調査の設計，取得したアンケート調査

データを用いてプノンペンにおける公共交通の利用意識

と交通手段選択について分析を行い，今後の公共交通導

入に対する示唆を得る． 
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図-1 プノンペン市内バス路線 

 

 

図-2 プノンペン市の交通手段分担率7) 

 

2. 既往研究と本研究の位置付け 

 

 交通手段選択に主観的要因が与える影響に着目して

いる研究は多く存在し，主観的要因による行動傾向の分

類を行った研究4)や，主観的要因を交通手段選択に組み

込んだ研究5)が行われているが，主に国内を対象に行わ

れており，特にデータの少ない途上国を対象とした研究

は少ない．また，東南アジアに特有の交通手段利用者の

意識に着目している研究では，メトロマニラのジープニ

ー利用者に着目したOkamuraら6)やプノンペンのモトドッ

プに着目した中村ら7)の研究があるが，これらの利用者

の公共交通に対する意識を分析したものは少ない． 

 
 

3.  プノンペン市における交通現況分析 

 

(1) プノンペン市の公共交通の概要 
本研究ではカンボジア国のプノンペン市を対象地とす

る．人口は169万人，気候は乾季と雨季が存在する．近

年の道路交通環境の悪化に歯止めをかける為，初めての

本格的な都市内の大量輸送公共交通として，2014年2月

からの社会実験を経て，市内バスが導入された．2014年

9月からは路線が増え，現在市内3路線が運行中である

（図-1）．2011年に行われたプノンペン市パーソントリ

ップ調査によると，バスが導入される前の交通手段分担

（徒歩，自転車除く）は図-2のようになっており，オー 

 

図-3 プノンペン市における各交通手段の利用目的8) 

 

  

図-4 公共交通に求める要素 9)     図-5 転換前手段分担率 10⁾ 
 

トバイのトリップが約70%を占める．これに対し，パラ

トランジットであるモトドップやトゥクトゥクの分担率

は約15%を占めている．また，各交通手段と利用目的は

図-3に示す通りで，パラトランジットは買い物等に多く

利用され，バイクや自動車は通勤や通学に利用される傾

向があることがわかる． 

 

(2) 市内バス社会実験時の利用者の傾向 
2014年2月から1か月間，プノンペン市において市内バ

スの社会実験が行われた．この実験中に行われたアンケ

ート結果からバス利用者の傾向を把握する．図-4はバス

乗客に対して公共交通に求める要素を尋ねたもので，一

般的なサービス水準として考えられる速度や費用の項目

よりも，安全性が求められていることが窺え，主観的な

要因である快適性も比較的高い割合を占めている． 

また，バスへの転換前に使用していた交通手段分担率

を見ると，約半数以上がオートバイからの転換であった．

ただし，プノンペンにおいては，オートバイの2人乗り

が日常的に行われているが，このアンケートではオート

バイの運転手と同乗者（後ろに乗っている人）の区別が

無かったため，オートバイをどのように利用している層

がバスへ転換しているかは判断できない．オートバイか

らの転換のサンプルのうち，職業の割合で最も大きな割

合を占めていたのは学生であることから，交通手段が存

在せずに，家族などに送迎されていた（同乗者である）

学生がバスに転換した可能性が考えられる． 

このように，社会実験時のアンケート調査からは，公
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共交通利用者の意識が交通手段のサービスレベルよりも

主観的な要素に向いている傾向が見て取れるが，転換を

促す具体的な要因（たとえば，「安全性」とは交通事故

回避を指すのか，ひったくり等の治安に対する不安の回

避を指すのか）や，詳細な転換前の交通手段（運転者か

同乗者か）などの区別が無く，今後の公共交通の導入に

ついて有用な情報とする為にはより詳細な分析が必要で

あると考えられるため，市内バスの利用が浸透し始めた

時期にバスの乗客に対してアンケート調査を行うことと

した．次章でアンケート調査の設計，概要について述べ

る． 

 

 

4. バス利用者へのアンケート調査概要 

 

(1) 調査票の設計 
アンケート調査の概要は表-1に示す通りである．調査

対象は市内3路線のバス乗客のうち，調査開始時に降車

まで20分以上ある人を対象として，調査員が調査票を示

しながら聞き取り形式で行った． 

 調査票は，乗車時に乗客にアクセスモードと大まかな

所要時間を尋ね，降車まで20分以上ある乗客に対し，バ

ス停までのアクセス交通手段ごとに100サンプルになる

よう収集した．各アクセス交通手段について，100サン

プルに達した時点で調査は終了し，調査期間内に100サ

ンプル集まらなかった場合は打ち止めとした．これと共

に，調査開始から3日間（12月25日～27日）に調査対象

バス全利用者に対しアクセス交通手段（バス停までの交

通手段）を尋ねたほか，ショッピングモールにてバス利

用者以外にも現在の交通手段利用状況や交通手段選択時

の意識の調査を行った． 

  

(2) 調査設計の留意点 
 本調査は，前述のバス社会実験時のアンケート調査で

得ることができなかった詳細な交通行動に加え，具体的

な意識調査項目による交通手段選択時に意識する要素の

抽出，SP調査の結果からプノンペン市民の公共交通利用

に対する意識分析を行うことを目的とした．本調査票を

作成するにあたり，以下の3点に留意した． 

まず，オートバイや自動車の運転手と同乗者を識別で

きるデータを取得することである．そのために調査③，

④における交通手段の選択肢として運転手と同乗者を分

けて提示した． 

そして，交通行動に影響を及ぼす主観的要因を把握す

ることである．そのために，サービス水準，安全性，快

適性，ライフスタイルについての意識調査項目を設け，

今回この4要素の中身を更に具体的にするために，プノ

ンペンの交通状況や既往研究11)から公共交通の利用へ影

響を与えていると考えられる，サービスレベルやライフ

スタイルにかかわる以下の15項目を意識項目を質問内容

とした． 

 待ち時間が短い手段を使いたい 

 速度が速い手段を使いたい 

 所要時間が正確（定時性）な手段を使いたい 

 費用が安い手段を使いたい 

 交通事故遭遇率が低い手段を使いたい 

 ひったくりに遭いにくい手段を使いたい 

 雨や日差しをしのげる手段を使いたい 

 排気ガスや塵を吸い込みにくい手段を使いたい 

 地球環境を考えて乗り物を選びたい  

 なるべく歩かない手段を使いたい 

 周りの人が利用している手段を使いたい 

 ステータスとなる手段を選びたい 

 海外の交通手段を利用したい 

 新しい乗り物を使いたい 

 なるべく自分の交通手段（バイクや自動車）を使

いたい 

さらに，信憑性の高いSP調査を行うことである．一般

的なSP調査は仮想条件下での交通行動について質問する

ために，現在のトリップ情報を利用したSP調査票を作成

て調査を行うことが多く，実際の選択行動との乖離が生

じ，信憑性が低くなるおそれがあるとされる12)．そこで

本調査では，現在のバストリップのトリップを変化させ

たものを公共交通の条件とし，転換前のモードとの選択

を尋ねた．現在のトリップはサンプルごとに違うことか

ら，条件の変化は「現在の2倍の時間」「現在の半分の

時間」など，それぞれの条件に対しての変化量を提示し

た．条件の水準表は表-2の通りである． 

 

表-1 現地調査概要 

 

 

表-2 SP調査水準表 

 

Factors No. of 
Level 1 2 3 4

B Access time 
(min.) 2 ×1.0 ×2.0

C Egresss time 
(min.) 2 ×1.0 ×2.0

D Ave. waiting time 
(min.) 2 ×1.0 ×2.0

E Boarding time 2 ×0.5 ×1.0
F Reliability(min) 2 0 ×1.0
G Fare (riel) 4 1,500 2,500 4,500 6,000
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図-6 SP調査シナリオ例 

 

5. 公共交通利用実態の分析  
 

(1) バス利用者の傾向 
 前述の方法に従って収集した調査対象者の内訳を表-3

に示す．徒歩，モトドップ，オートバイの同乗でアクセ

スした利用者が多く，それ以外のアクセス交通手段の被

験者を十分なサンプル数集めることができなかった．ま

た，12月25日～27日に行なった全利用者調査でのアクセ

ス交通手段の内訳を表-4に示す．これらから，下式を用

いてバス利用者の転換前交通手段分担率を推計すると，

図-7のようになった．  ݏ௜ ൌ෍ݎ௝௔௟௟ ൈ ௜௝ௌ௉௝ݎ ௜௝ௌ௉：SP調査における転換前交通手段iのうちのアクݎ ௝௔௟௟：全数調査でのアクセス交通手段jの分担率ݎ ௜：転換前交通手段iの分担率ݏ 

セス交通手段jの分担率 

  
表-3 SP調査対象者の内訳 

 
※BC…自転車，MC…オートバイ，MD…モトドップ， 

Reumork…モトルモ，TT…トゥクトゥク 
※(d)…運転手，(p)…同乗者 

図-7から，バスへ転換しているのがオートバイユーザー

であり，特に運転手からの転換が多いことが分かった．

また，パラトランジットの中では，モトドップ（バイク

タクシー）からの転換が多かった．これらから，渋滞に

巻き込まれず所要時間がバスより短いと考えられるバイ

クからも公共交通への転換が起きており，主要なバス利

用者となっていることが明らかとなった．なお，自動車

からの転換もあり，運転手と同乗者割合は同程度であっ

た．転換前の利用交通手段と属性の関係は表-5に示すと

おりである．自動車とオートバイ共に運転手(d)は男性が

多いが，同乗者(p)は女性からの転換が多くなっており，

女性は自身の交通手段を持たない層が多いことが窺える．

また，両手段の同乗者は運転手を比べ低い所得層に分布

していることから，高所得になると自身の交通手段を持

つ傾向にあると考えられ，これは容易に想像できること

である．また，表-6に，転換前交通手段別のバス乗車区

間の分布を示す．バスの利用平均乗車区間は15.8区間（1

区間平均550m）であり，乗車距離としては約8.7kmであ

った．転換前の交通手段による利用距離の違いはさほど

見られなかった．ただし，今回は調査開始時に降車まで

20分以上あるという条件で調査を開始しているため，乗

客全体としての乗車距離よりは若干長い値となっている

と考えられる． 

 

表-4 全利用者調査でのアクセスモードの内訳 

 

 

 

図-7 バス利用者の転換前交通手段推計結果 

 

MC 
(d)

MC 
(p)

Car 
(d)

Car 
(p) MD TT

Reu
mork BC 総計

Cyclo 1 1 1 1 4
Walk 33 14 6 4 33 3 7 100

Bicycle 2 3 5
Reu

mork 1 1 1 1 4
TT 4 4 1 1 12 7 29

MD 25 13 4 3 46 8 1 100
Car (p) 2 1 3 8 7 3 24
Car (d) 1 1 1 1 4
MC (p) 34 35 8 4 16 3 100
MC (d) 25 3 1 2 31
総計 128 76 25 20 119 25 1 7 401

ア
ク
セ
ス
モ
ー
ド

転換前交通手段

Team I Team II Total
No. of Bus 25 26 51

Private 
Mode

MC(d) 5 8 13
MC(p) 32 33 65
Car(d) 3 1 4
Car(p) 3 3 6

BC 0 2 2

Para-
transit

MD 40 48 88
TT 7 5 12

Cycle 0 0 0
Walk 180 245 425
Total 270 345 615
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表-5 転換前交通手段と属性の割合 

 

 

図-8 転換前交通手段別バス利用頻度 

 

表-6 転換前交通手段別乗車区間 

 

 

また，図-8にバスの利用頻度の割合を示す．本調査で

は往復の利用は2回と数えているため，平日毎日往復で

使うと週10回となるが，転換前交通手段に依らず利用頻

度は週6回（3往復）以下が半数以上を占めており，必ず

しも毎日の習慣として利用しているわけではないことが

わかった． 

 

(2) パーソントリップ調査との比較 
 本節では，2011年のパーソントリップ調査によりプノ

ンペン市全体での交通手段別利用者属性（属性）と，バ 

 

図-9 交通手段別男女比（左：バス利用者の転換前交通手段，

右：パーソントリップ調査での交通手段） 

 

 

図-10 交通手段別収入層比（左：バス利用者の転換前交通手

段，右：パーソントリップ調査での交通手段） 

 

ス利用者の転換前交通手段別利用者属性を比較すること

で，バス利用者の特徴的な傾向を大まかに把握すること

とした．なお，図-1に示すように，バスはプノンペン全

域を網羅しているわけではないが，人口の集中する市の

中心部はカバーしているため，市全域での統計資料とバ

ス利用者データとの比較で，大まかな傾向が掴めると考

えた． 

 図-9に，バス利用者の転換前交通手段およびパーソン

トリップ調査での交通手段での男女比を示す．4手段全

てで有意差が認められた．ただし，オートバイ，自動車，

トゥクトゥクを利用していた層ではバス利用者の方が女

性の構成比が高い傾向が見られたのに対し，モトドップ

利用者については逆の傾向が見られた．このことから，

モトドップ利用の男性はバイクの後ろに乗ることに抵抗

を感じている可能性があると考えることができる． 

 次に，バス利用者の転換前交通手段およびパーソント

リップ調査での交通手段での収入層の比較を図-10に示

す．自動車とトゥクトゥクの利用者で有意差が見られ，

バス乗客におけるトゥクトゥクからの転換者は，低所得

層の構成比が高いことが見て取れる．トゥクトゥクはパ

ラトランジットの中でも比較的運賃が高いため，運賃を

気にする層が転換している可能性が示されている． 

 
(3) バス利用者の意識調査分析 
 本調査における意識調査は，回答者が交通手段を選択

する際に各項目に対してどの程度意識しているかを「と 

属性 BC MC (d) MC (p) Car (d) Car (p) MD ReumorTT 総計
男性 4 78 20 16 6 47 0 4 175
女性 3 50 56 9 14 72 1 21 226
学生 4 33 23 2 2 13 0 3 80
会社員 2 41 12 8 3 33 0 7 106
公務員 0 26 8 8 9 16 0 4 71
店主 0 8 9 2 2 8 0 5 34
主婦 0 4 12 2 4 19 1 4 46
無職 0 3 3 1 0 5 0 1 13
その他 1 13 9 2 0 25 0 1 51
under 50$ 4 38 34 6 6 31 1 8 128
50-99$ 1 4 4 0 1 12 0 4 26
100-249$ 1 40 21 3 5 53 0 8 131
250-499$ 0 29 14 5 4 19 0 3 74
500-749$ 1 14 2 5 2 2 0 1 27
750-999$ 0 2 0 2 0 0 0 1 5
over 1000$ 0 1 1 4 2 2 0 0 10
仕事 0 1 3 0 0 0 0 0 4
帰宅 4 27 24 5 9 64 1 10 144
その他 1 17 10 5 0 10 0 6 49
買い物,レジャー 0 23 19 6 4 24 0 6 82
通学 2 14 5 1 1 2 0 1 26
通勤 0 46 15 8 6 19 0 2 96
10代 2 16 18 1 2 8 0 2 49
20代 4 50 29 6 5 25 0 8 127
30代 1 35 5 10 1 25 0 6 83
40代 0 9 4 4 5 22 0 3 47
50代 0 16 11 0 5 24 0 4 60
60代 0 1 6 3 2 10 1 1 24
70代 0 1 3 1 0 5 0 1 11

性別

職
業

収
入

(

月

)

目
的

年
齢

転換前手段 最小 最大 平均 標準偏差

MC(d) 2 34 15.56 6.78
MC(p) 1 33 15.28 6.65
C(d) 4 34 16.20 8.04
C(p) 6 32 14.90 6.36
MD 6 30 16.32 5.90
TT 7 24 17.00 4.43

0%

25%

50%

75%

100%

0%

25%

50%

75%

100%

男性

女性

0%

25%

50%

75%

100%

MC Car MD TT

under 50$ 50-99$ 100-249$

0%

25%

50%

75%

100%

MC car MD TT
under 50$ 50-99$ 100-249$
250-499$ 500-749$ 750-999$
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図-11 転換前利用手段別の交通手段選択時の意識度合いの分布 

 

ても意識する」から「まったく意識しない」までの5段

階で評価したものである．バス利用者の描く意識調査項

目に対する回答の分布を図-11に示す．乗客全体の傾向

としては，ライフスタイルに関連する項目（地球環境～

自分の手段利用意志）への意識よりも，費用，時間の信

頼性等サービスレベルに対する意識が比較的高い傾向が

見られたが，サービスレベルの中でも速度（総所要時間

にかかわる）に対する意識はさほど高いとはいえないの

が特徴として見受けられる．最も意識が高かったのは事

故遭遇回避であり，社会実験時アンケートで安全性と回

答されていた内容はプノンペンの高い事故率13⁾を回避し

たいという意識を表していたものと考えられる．また，

バスのサービス水準の中で速度に対する意識が低くなっ

ているが，これは現在のバス運行が通常道路を使用して

おり渋滞に捕まる事も多く，速達性を重要視しない層が

バスへ転換している為だと思われる． 

なお，バス満足度を被説明変数とし，交通選択時に意

識する要因を説明変数とする重回帰分析を試みたが，あ

てはまりが悪く（自由度調整済み決定係数=0.078），今

回調査項目とした要素ではバス満足度との関係を説明出

来なかった．その原因の一つとして，バスの整備不足に

よって冷房が効いていないバスが走っているなどの今回

意識項目に含めなかった要因がバスの評価に大きく影響

を与えている可能性が考えられる． 

 

(4) バス利用者とバス非利用者の意識の比較 
今回のバス乗客調査に合わせてバス以外の利用者に対

しても意識調査を行っており，ここではバス利用者の意

識との比較を行った．表-7は 

（バス乗客転換前利用手段ごとの各意識平均値） 

   －（現在の各手段利用者の各意識平均値） 

表-7 バス利用者と他交通手段利用者の意識度比較 

 

 

の値であり，数値が正の数の部分はバス利用者の意識，

負の部分はバス以外の利用者の意識度合が強い項目を示

している．さらに，着色＋白字のマスはt検定によって

バス利用者の回答と他交通手段の利用者の回答に有意に

差が認められる項目を示している． 

速度は自動車（運転手，同乗者）を除くすべての手段

でバス以外の利用者の意識度合が高く有意に差があるこ

とから，速度を意識する層は転換しにくい可能性がある．

現在一般道を走行するバスは道路渋滞に影響を受けやす

く，自動車の隙間をすり抜ける事が出来るバイク等から

転換しにくいことを意味するものと考えられる．また，

自分の手段を利用したいという意識についてもバス利用

者と自動車同乗者を除いたバス以外の交通手段利用者の

意識度合に有意差が認められ，全てバス以外の利用者の

意識度合が高くなったことから，自分が所有する交通手

段を利用したいとの意識が強い層は転換が起きにくい可

能性が高い．その一方で，費用の項目はバス利用者とバ

ス以外の利用者で有意差が認められず，交通手段を選択

する際の費用に対する意識としては，バス利用者とそれ 

交通手段 速度 ひったくり回避 自分の手段 事故回避

自動車運転
0.09

(1.01)
-0.24
(1.34)

-0.59
(2.63)

0.33
(4.41)

自動車後ろ
-0.37
(1.61)

-0.56
(2.25)

-0.31
(1.53)

-0.15
(1.19)

オートバイ運転
-0.37
(3.17)

-0.46
(3.71)

-0.77
(5.77)

0.10
(1.62)

オートバイ後ろ
-0.57
(3.52)

-0.69
(3.37)

-0.89
(4.80)

-0.03
(0.83)

モトドップ
-0.53
(3.68)

-0.68
(5.14)

-0.66
(5.00)

-0.02
(0.89)

トゥクトゥク
-0.63
(2.64)

-0.60
(2.63)

-0.73
(2.97)

0.25
(1.94)
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表-8 バスと転換前交通手段の2項選択ロジットモデルの推定

結果（一般的なLOSだけを用いた場合） 

 
 

表-9 バスと転換前交通手段の2項選択ロジットモデルの推定

結果（一般的なLOSと主観的な項目を用いた場合） 

 
 

表-10 バスと転換前交通手段の2項選択ロジットモデルの推定

結果（LOSと主観的な項目を用いた場合） 

 
 
以外の交通手段利用者に差があるわけではないことが分

かった． 

 

(5) SP調査による交通機関選択ロジットモデル 
今回取得したSPデータを用いて公共交通と各交通手段

の選択モデルを構築し，意識要因の影響について考察を

行う．学生の運賃が無料のサービスが始まり，調査票の

設計上，学生の選択結果は使用が難しいため，ここでは

学生を除いて分析することとした．また，転換前交通手

段としてオートバイを使用していた「オートバイ運転者」

「オートバイ同乗者」「モトドップ」のデータを統合し

てモデルを構築し，それぞれの交通手段の持っている効

用差を，ダミー変数を導入することで，表現することと

した．推定結果を表-8～表-11に示す．まず，LOSのみの

モデルよりも，LOS＋主観的項目を説明変数としたモデ

ルの方が，尤度比がわずかに高いという結果が得られた．

t値は有意ではないが，主観的項目の中でも「事故遭遇

率（交通事故遭遇率が低い手段を使いたい）」と「周囲

に同調（周りの人が利用している手段を使いたい）」の

2項目が交通手段選択に影響している傾向が見られた．

そして，LOSについては，一般的に用いられる費用と総

所要時間ではなく，費用と待ち時間を用いたモデルでよ

り高い尤度比を得ることができた（表-11）．これは，

本モデルがオートバイとバスの2項選択になっているこ

とが影響していると考えられる．すなわち，待ち時間の

ないオートバイ利用者にとって，バスとの選択を考える

上で「全体の所要時間」よりも「待ち時間があるかどう

か」の影響が大きいことを示しているものと考えられる．

なお，表-11に示すように，主観的項目として「LOS

（「待ち時間が短い手段を使いたい」「速度が速い手段

を使いたい」「費用が安い手段を使いたい」の3つの平

均）」および「周囲に同調（周りの人が利用している手

段を使いたい）」の2項目が影響しており，特に「周囲

に同調」については弱い有意性を示した．このことから，

同僚や近隣など周囲の人間がバスを利用することにより，

伝播的にバス利用が増加する可能性が示唆される．さら

に，いずれのモデルにおいても交通手段ダミー（モトド

ップダミー，オートバイ運転車ダミー）が有意であるこ

とから，転換前交通手段の違い，さらにはオートバイの

運転手か同乗者かの違いによって，バス利用の傾向が異

なることが示される結果となった． 

 
 
6． 結論 
 

 本研究ではプノンペン市における公共交通と利用と交

通意識に焦点を当て，バス利用傾向，バス利用者の意識，

バスと転換前交通手段の選択について分析を行った．そ

の結果，各交通手段から公共交通への転換に異なる傾向

が存在し，サービスレベルのみでなく，主観的な要因も

バスの利用に影響していることが明らかになった．特に

オートバイと自動車の同乗者の転換の実態に迫ることが

できたことは成果と言える．また，バス利用者の意識分

パラメータ t値
公共交通定数項b1 1.82 7.67
費用c1 -0.18 -8.19
総所要時間t6 -0.01 -2.26
MDダミーmd1 0.90 3.90
MC(d)ダミーmcd2 0.75 4.00

初期尤度 -752.0647
最終尤度 -655.4015
尤度比 0.1285
調整済み尤度比 0.1219
サンプル数 1085

パラメータ t値
公共交通定数項b1 2.38 4.40
費用c1 -0.19 -8.40
総所要時間t6 -0.01 -2.16
MDダミーmd1 0.94 4.06
MC(d)ダミーmcd2 0.77 4.05
事故遭遇率a3 -0.16 -1.70
周囲に同調a8 0.07 1.50

初期尤度 -752.0647
最終尤度 -652.8824
尤度比 0.1319
調整済み尤度比 0.1226
サンプル数 1085

パラメータ t値
公共交通定数項b1 1.96 5.71
費用c1 -0.18 -7.98
待ち時間t3 -0.03 -5.26
MDダミーmd1 0.87 3.73
MC(d)ダミーmcd2 0.74 3.92
LOS主観a1 -0.09 -1.31
周囲に同調a8 0.09 1.82

初期尤度 -752.0647
最終尤度 -640.8474
尤度比 0.1479
調整済み尤度比 0.1386
サンプル数 1085
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析結果から，現在のバスのサービス水準は，速達性を求

める層にとって公共交通への転換に抵抗となってしまう

可能性があることがわかり，サービス水準の向上が早急

の課題であることや，自分の交通手段を利用したいとい

う意識を強く持つ層に訴えかけ，集団で転換させるサー

ビス展開が有効な可能性があることが示された． 
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